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公文書管理の現状と課題
司会　柳楽 久司　弁政連広報副委員長

■はじめに
【柳楽】　本日お忙しい中お集まりいただきありがと
うございます。昨年あたりから国会周りで公文書を
巡る話題が連日のように取り上げられて、国民の関
心も集まっているところですが、今日はこの公文書
管理をテーマにお話をいただきたいと思います。は
じめに簡単に自己紹介をお願いします。
【出口】　私は2011年に弁護士登録したのですが、
元々情報公開のテーマで学生時代から勉強していた
こともあって、弁護士になってから日弁連の情報問
題委員会に加えていただいて、引き続き情報公開制
度と、公文書管理の問題に関わっています。
【森田】　34期の森田です。私が弁護士になったのは
1982年で、ちょうど神奈川県が都道府県で初めて情
報公開条例を作った年でした。情報公開が制度化さ
れた時期に弁護士になったということもあり、かつ
それが地元だったということもあって、このテーマ
に関わるようになりました。情報公開の請求者側代
理人として訴訟や不服申立てをしていたのですけれ
ども、ある時期から自治体の審査会などの不服申立
てを審議する第三者機関にも関わるようになって、
2011年の10月から 3年間、常勤で内閣府の情報公
開・個人情報保護審査会の委員を務めました。現在
は再び横浜で弁護士をやっています。

【三宅】　35期なので森田さんより 1期あとで情報公
開運動に関わりましたが、1999年に情報公開法がで
きて2001年に施行されたときに、国立公文書館に文
書が行かないという現象が起きたのです。情報公開
法には不開示事由があって各省が自分の判断で文書
の開示・不開示をコントロールできるのですが、公
文書館に行ってしまうと原則公開ということになる
ので、却ってそちらに文書が行かなくなったので
す。それで2003年に「公文書の適切な管理、保存及
び利用に関する懇談会」というものができまして、
そこに指名されて委員として加わることとなりまし
た。2009年の公文書管理法の法案審議の際には衆議
院の内閣委員会で参考人として「もっと強い法律を
作るべきだ」と意見を言いましたが、そういうこと
もあって2011年から現在まで公文書管理委員会の委
員を務めております。

■公文書管理の話がなぜ重要なのか
【柳楽】　いま、本当に毎日のようにニュース番組だ
けでなくワイドショーまでも公文書の問題を取り上
げている状態なのですが、そもそも前提として公文
書の管理がなぜ重要なのかという話を原点に立ち
返ってお聞かせいただけますか。
【出口】　もともと政府の意思決定は文書主義です。
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つまり、意思形成過程を含め、文書を起案して組織
的な意思決定をしているわけで、その意思決定につ
いてどうしてそういう決定をすることになったのか
を市民の目線で検証するときに重要になるのが情報
公開の制度です。市民が情報公開を請求したときに
きちんと文書が開示されるということが、政府の意
思決定を民主的に検証できるということなのです
が、ここで元となる文書が作られていないとか、
作ったけれども必要ないからと廃棄したとか、市民
の知らないところでいい加減な文書管理がされてし
まうと、情報公開請求をしても文書が出てこない、
つまり意思決定の過程を市民が検証できなくなると
いう問題が起こります。公文書管理法は、 1条で公
文書が「健全な民主主義の根幹を支える国民共有の
知識資源として、主権者である国民が主体的に利用
し得るもの」と述べていますが、これはまさにこの
ことを謳っているわけです。さらに 4条で「事務及
び事業の実績を合理的に跡付け、又は検証すること
ができるよう」に「経緯も含めた意思決定に至る過
程」をきちんと記録しなければならないと規定して
います。
【柳楽】　公文書管理法1
条は、国や行政機関の諸
活動を「現在及び将来の
国民に説明する責務」を
全うするためなのだとい
うことも書いていますね。
市民が政府の意思決定を
事後的に検証するために
は情報公開が重要で、そ
の前提として、公開対象
となる文書をきちんと管
理する必要があるという
ことで制定されたのが公文書管理法ということですね。
【森田】　そうです。情報公開法が制定された頃の当
初の関心は「どこまで情報を公開するか」、つまり
「公開／非公開の線引き」が主たる問題だと思われ
ていたのですが、実際に運用が始まって時間が経つ
につれてむしろ問題になってきたのは、公開請求し
た文書がそもそもないとか、あるいは出してきた情
報が違うのではないかとか、そういう文書の特定や
不存在の問題が表面化してきました。私が国の審査
会にいたときもそういう点を問題とする不服申立て
がだんだん増えてきたという傾向があって、そう
なってくると文書管理のあり方自体を見直さないと
情報公開制度がちゃんと機能しないということが明
らかになってきたわけです。

■公文書管理は現場の抵抗感が強い
【柳楽】　法律の制定は情報公開法が先だったのです

よね。
【三宅】　情報公開法を作った時、情報公開と公文書
管理は車の両輪だから公文書管理法も作るべきだと
言いましたが、情報公開制度を作るだけで手一杯と
いうことで情報公開法だけを先に作ることになりま
した。その情報公開法の中にとりあえず努力義務と
して、文書をきちんと管理しましょうという趣旨の
規定が盛り込まれました。
【柳楽】　情報公開法ができたのが1999年で、公文書
管理法ができたのが2009年で、その間10年かかって
います。
【森田】　10年かかったというより、10年後にできた
ことの方がむしろ私は奇跡的だと思っています。当
時は「消えた年金記録」の問題で世論の関心も高まっ
ていて、当時の国会議員の先生方には与野党を超え
て頑張っていただいて文書管理法の制定に結実しま
した。いま日弁連や関弁連で自治体等のヒアリング
をしているのですけれども、実は公文書管理の制度
については現場の抵抗が強い。これは情報公開制度
を作るのよりも格段に難しいんです。自治体は1980
年代から情報公開条例は作り始めて、国が情報公開
法を作るまでには全国の自治体の 9割くらいで情報
公開条例ができていました。ところが公文書管理条
例を持っている自治体は現在でも20に満たない程度
です。公文書管理法の中には「公文書管理法の趣旨
にのっとり、自治体は必要な施策を策定、実施せ
よ」とわざわざ法律に書いてあるのにこの有様で
す。情報公開は「請求が来たら対応を検討する」と
いう話なのに対して、公文書管理のルール化となる
と毎日の業務を全部見直さなければならない。こう
いうことに対する現場の抵抗は非常に強い。ですか
ら国も法制化はしたけれども、まだまだ現場で徹底
はされていないという面があると思います。
【出口】　法制度としては、公文書管理法ができた後
に行政文書ガイドラインを作られて、各省庁がその
ガイドラインを見ながら、各省での仕事のしかたと
か所管業務の違いに応じた各省の文書管理規則を
作っているところだと思います。情報公開は新たな
事務なので今まであるものに付け加えればいいので
すが、行政文書の管理は今までの事務全般の文書作
成や管理・保存方法を見直す面があるので各省庁が
それぞれ主体的に取り組まなければ難しいという事
情があります。

■「保存期間 1年未満」の文書
【柳楽】　公文書管理は現場の抵抗感が強いというこ
とですが、実際に現場ではどのような運用がなされ
ているのでしょうか。
【三宅】　先ほどの文書の特定の誤りとか不存在の問
題にも絡む話なのですが、役所は情報公開を避ける
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ために 1年未満に自由に捨てられる文書というもの
を実は一杯作っていたのです。それが去年初めて明
るみに出た。公文書管理法がない時代に、防衛省は
紙媒体で公表すると電子データを全部捨てるのです
よ。ものすごいことやっているなと。イラクの日報
は無いと言われたでしょ。ところが森友の問題が出
て、同じように南スーダンの問題が同時並行で起き
た。南スーダンの日報ってあれだけ安全保障法制で
議論して、初めて駆け付け警護するぞということに
なったのですよね。だったら毎日現地で何が起こっ
ているのかの記録はとても大切なはずで、実際現地
からは 1日70ページぐらい写真も含めて電子送信で
送ってきているわけです。それが、総括報告ができ
上がったら全部捨てていいという扱いになってい
る。あんな重要な話で、現場が毎日どうなっている
かという情報を自衛隊で持たないで、どうやって駆
け付け警護の是非とかが検証できるのかと思ったわ
けです。ちょうどその時に森友の公文書管理の問題
が起きて国会で 8億円の値引きをして売ったけれ
ど、契約が締結された以上は契約交渉が保存期間 1
年未満の文書なので廃棄しましたと。
【柳楽】　あれは弁護士の感覚からすると明らかにお
かしいですよね。お金の支払いもまだ終わってない
でしょう。契約書を交わしたからその交渉過程のも
のは全部廃棄など、ちょっとありえないですよね。
【三宅】　内閣府の「行政文書の管理に関するガイド
ライン」の「別表第 1」に保存期間が定められてい
ます。そこには決算と予算に関する書類は 5年保存
と書いています。売買契約で代金を 1回で支払うも
のにしたってその関連文書は 5年保存です。しかも
森友は1000件か2000件に 1件という特例での10年の
分割払いでしょ。代金の支払いが終わるのは10年後
なわけだからそこから 5年とか保存しておかない
と、仮に後日契約の効力が争われるようなことに
なったときに反対証拠が何も出せない。なのに、財
務省は保存 1年未満の文書だから廃棄しましたと。
これは社会常識からみても、どう考えてもおかし
い。公文書管理委員会の委員をやっていて 1年未満
で廃棄ができる文書が実はこんなにあるというのは
実際わからなかったのです。公文書管理委員会では
公文書管理規則というところまではチェックしまし
た。ちゃんと保存期間の年限を定めた文書があって
そこに当てはまらないものも趣旨と文書の性質に照
らして保存しろと書いてあるので、みんな大事そう
なものは残してくれているだろうと思ったら、意外
や意外。保存期間でピックアップした文書だけ残し
てそれ以外は重要でないから 1年未満で捨てると、
そういう運用だった。それが森友と南スーダンでわ
かった。
【柳楽】　重要でない文書だと行政機関側が判断した
ものは、そもそもチェックできるところに上がって

こない。見えないままというわけですか。
【出口】　行政文書ファイル管理簿に記録されないわ
けですね。そもそもそこに記録されないから、廃棄
したという記録も残らない。
【柳楽】　1年未満で廃棄していいものかどうかとい
う振り分けは誰がやるのですか。
【三宅】　公文書管理法 5条で、行政文書は作ったと
きに保存期間を設定することになっています。厚労
省の行政文書管理規則の細則は、大変に正直で、
ファイルは「 1年未満」と「 5年保存」と「10年以
上保存」との 3つに分けなさいとなっていた。最初
から 1年未満で捨てられるファイルを作っていたわ
けです。しかし、我々弁護士は事件の法律相談を受
けたときにはまず時系列の順序が重要と言うじゃな
いですか。その中で重要なものをピックアップして
証拠として使えるかどうか吟味する。
【柳楽】　重要かどうかということは、だいたい後か
ら分かるものですよね。
【三宅】　弁護士になりたての頃に先輩から「記録は
まず時系列で綴じるんだ」と言われて、ああそうか
と思ったのを鮮烈に覚えているのですが、役所もそ
ういうふうにやっていると思っていたら実は全然そ
うではなかった。

■電子データの問題
【森田】　記録の話でいい
ますと、審査会で私が属
していた部会は防衛省案
件を集中的に取扱う部会
で、非常に申立て案件も
多くて「電磁的記録を出
せ」というケースも多く
ありました。で、「あり
ません」という応答が多
い。正式な文書としては
紙で残すにしてもパソコ
ンで作成するわけだから
電磁的記録は必ず 1回はあるはずで、それはどう
なったのですかと聞くと、今はないと。いつ誰が廃
棄したかはわかりませんと。先ほどの三宅さんの話
でいうと、それは 1年未満文書という扱いなのです
けど、現場にはそういう意識さえもなくて、それは
もう随時廃棄してしまうのだと。そもそも文書管理
のルールに則らないで、現場の判断でもういらなく
なったから捨てると。そういう応答しか返ってこな
いわけですよ。そういう応答があまりに繰り返され
たので、ある案件の答申の中で防衛省に対して電磁
的記録について保存廃棄を適切に行うためのルール
を設けることを要望するという付言を書きました。
同じ付言をこの時期に 3つくらい繰り返したのです
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が全然言うこと聞いていないですね。ここで対応し
ていてくれればこんなに大変なことにならなかった
のにと思います。
【柳楽】　そもそも公文書管理法の 2条 4項の「行政
文書」の定義に「電磁的記録を含む」とはっきり書
いてあるじゃないですか。それなのに電子データに
ついてはその程度の扱いなんですか。
【森田】　とりあえず定義には入れたのだけど、立法
時は電磁的記録の特質に応じたルールを全く考えて
いなかったんですよね。立法時には録音テープとか
その類が中心だったので、ここまでデジタル化が早
く進展するということを想定していなかった。
【三宅】　ただ、内閣府は調査には行っているんです
よ。オーストラリアに行ってデータをメタデータで
保存するか、マイクロソフトといったOSで保存す
るかいろんなことを研究している。2005年から。早
くやれというけど各省庁でOSも違ったり、業者も
違ったりとかで全然進まなくて結局ここまで来てし
まった。
【出口】　電子メールを情報公開請求しても役所の電
子メールのやり取りはあまり出てこないといいます
よね。元々管理すべき公文書の中にメールも含まれ
るという認識が役所の中には無いということなので
すね。
【三宅】　情報公開法を作った際、行政文書の組織共
用性については決裁供覧のハンコを押したものだけ
にするか、ハンコ押していないけど会議で配れば組
織共用だとか、それぐらいのイメージでしたよね。
電子メールで添付ファイルを送ったら会議で配った
のと同じで組織共用になるという考えは広くゆき
渡っていなかったから、個々の職員がパソコンで文
書作ってメールでやり取りすればそれがすべて組織
共用になってしまうというのは、法律よりも技術が
先に進んでしまって、公務員の感覚からすると予想
していなかった文書を見られてしまう、情報公開の
対象が広がったという感覚なのでしょう。

■行政文書の要件としての「組織共用性」
【柳楽】　最初「ない」と言っていた文書が、後から
個人のハードディスクにありましたとか、メールが
出てきましたとかいうのがよくありますよね。
【三宅】　「総理のご意向」文書というものがありま
した。あれは国家戦略特区の中で獣医学部を新設す
るという話になって、文科省から内閣府に行ってい
る担当が文科省に報告するわけですね。文科省の方
で事務次官に説明する資料として使ったわけです。
文書は組織として共用している形になるから当然こ
れは組織共用文書になります。作成者も作成年月日
もないけど、これは明らかに情報公開法の範囲の行
政文書です。作成者も作成年月日もないじゃないか

ということで官房長官から「怪文書」と言われまし
たが、あれがまさに象徴的で、政治家も含めて、今
回のことが起きるまで情報公開法や公文書管理法の
いう「行政文書」の概念について学ぶ機会がなかっ
たのだと思います。
【柳楽】　公文書管理法 2条 4項の「行政文書」の定
義の中に、「当該行政機関の職員が組織的に用いる
もの」という要件があります。組織共用性という要
件なのですが、これはどこまで行けば組織共用性が
認められるものなのですか。
【森田】　従来の運用を見ると、少なくとも職務に関
して複数の人間がやり取りをしている、関わってい
るものですね。
【柳楽】　A職員からB職員にメールを送りました。
添付ファイルに含まれていました。これは？
【森田】　それが職務上の内容であれば組織共用性は
認められます。必ずしも決裁までいかなくてもよい
という趣旨でそういう規定になっているので、途中
でぽしゃっても複数の人間が関わっていれば共用性
はあるというのが大原則です。
【三宅】　今の森田さんの解釈は内閣の情報公開審査
会の解釈ですが、内閣法制局長官でさえその解釈を
全く理解していませんでした。
【森田】　そのケースは集団的自衛権についての国会
想定問答ですね。一番上まで行く一つ手前まで行っ
たけど、最終的に長官が認めなかったので最終決裁
はしていない。そういうケースでした。だけどそこ
まで行ったら当然組織共用性はあって行政文書に当
たるわけですよ。それなのに、最終的に採用されな
かったからその時点で行政文書では無くなるのだと
いう理屈を内閣法制局長官が言ったのですよ。
【柳楽】　意思決定に至る過程で、組織内で共用され
た文書ですからね。
【森田】　そうです。過去の事例では、執務の手引書
が改訂されて過去のバージョンはもう使わないから
本来捨てるべきものが残っていただけで行政文書
じゃないんだという争い方をしてきたケースもあり
ましたけど、認められないわけですよ。そういう過
去の運用実例を見ていけばそんな解釈は出てこない
はずですよね。

■「罰則」を設けるべきか
【柳楽】　故意であるか過失であるかはともかくとし
て、公開されるべき行政文書が出てこない。保管し
ておくべきものが保管されていない。特に、故意に
廃棄したり改ざんしたりというのは極めて悪質で、
そんなことは行政としてあってはならないことだと
思うのですけれども公文書管理法は、そういう行政
文書の改ざん行為などに罰則を置いてないですよ
ね。



5
benseiren  news　No.53　平成30年(2018年)7月

【出口】　ないです。だから最近、罰則を設けるべき
ではという議論が出てきています。現状でも刑法の
公用文書毀棄罪に当たるのではという話はあります
が、それを超えて独自に罰則を置くのがよいのかど
うかという点は議論がありうると思います。罰則を
設けることで、かえって文書が出てきにくくなるの
ではないかという見方もありますし、組織共用の文
書ですから改ざんや廃棄も組織的に行われるわけ
で、その中から誰か行為者個人を特定して罰すると
いう話は違うのではないかという議論もありうると
思います。
【三宅】　3月 2日に朝日
新聞がスクープした森友
の件は、総理夫人とか政
治家の名前とかが出てく
る経緯の説明部分を消し
たというものでした。あ
えて別の言い方をします
と「圧縮」したわけで、
これは「嘘」ではないわ
けです。仮にこのような
行為に対して 1年以上10
年以下の懲役とか刑法と
同じレベルの厳しい罰則を作ると、スカスカの文書
しか作らなくなるのではないかと危惧します。処罰
が目的なのではなくて、行政の意思形成過程が国民
にきちんと示されるようにすることが目的なわけで
すから、「あなたたちを信頼していますから、きち
んと丁寧に国民に説明してくださいね」ということ
で罰則を作らなかった。それが立法の時の思いだっ
たわけですけれども、これだけ裏切られてしまうと
ちょっとどうなのかなと思ってしまいます。
【森田】　誤字の修正にしろ、中身を要約するにし
ろ、少なくとも一旦作った文書を変える場合には変
えた経緯は全部残せと言ってもいいと思います。
【柳楽】　一度決裁文書として作られたものは固定し
なければならないはずですよね。それをバージョン
アップというか、後から中身に手を加えるというの
はそもそもどうなのでしょうか。
【森田】　それ自体いけないのですが、どうしてもそ
ういうものを作るのであれば時系列をはっきりさせ
て誰が、いつ、何のために、どのように変えていっ
たのかを検証できるようにきちんと記録を残しても
らわないといけませんね。それは義務付けてもいい
と思います。
【柳楽】　電子決裁ですと、電子的にログが残ります
ものね。いつ誰が書き換えたか、いつ誰がこのファ
イルを保存したかというのが全部残っていて、一つ
前のバージョンどうなっている、その後のバージョ
ンどうなっている、というのを追跡できるような形
になっている。今の技術的なレベルからいうと不可

能なものではないと思うのですが。
【出口】　現にそれで財務省が改ざん前、改ざん後出
せたのは、あれはたまたま電子決裁やっている文書
について履歴があったからということですものね。
【三宅】　だから、罰則を設けるかという話と、電子
データの改変過程を記録するシステムを導入するべ
きという、法律面と技術面の話が 2つあって、技術
的な問題でちゃんとしていけばこんなことは起こら
ないということで、罰則云々ということも考えます
が、コンプライアンスの面から、禁止事項を明示す
ることと共に、まずは技術的なところをきちんとし
なければならないと思います。民主主義の根幹にか
かわる公文書管理において、公文書を改ざんして 1
年余の国会審議に付した責任は、むしろ公文書偽変
造よりも重く、少なくとも免職などの懲戒処分基準
は必要でしょう。

■技術環境の変化に応じた態勢作り
【柳楽】　技術的には法律制定当時からは相当環境が
変わっていますよね。機動的にルールに取り入れて
行かなければならないのではないかと。
【三宅】　アメリカではオバマ前大統領のメモランダ
ムというのがあって、アメリカ政府の電子メールは
基本的には全部残すということになっています。日
本では紙の文書を作ったらメールや電子データはい
つ捨ててもいいみたいなことをやっていますが、少
なくともこの点については日本もアメリカを真似す
るべきで、民主主義国家で国民のために記録を残す
という意味ではこの方向しかないと思います。
【出口】　技術面では、電子データと紙の両方のファ
イリング技術の話と、法律の話はセットで進めて行
かなければ、法律を作っても現場の事務が動かない
ということになると思います。
【柳楽】　ちょっと話がそれるかもしれませんけど、
昔の文書は「紙」で保管されていました。紙だとど
うしても物理的な保管スペースが必要なわけで、毎
日膨大に発生する紙の全部はとても保存できない。
それで文書の重要度に応じて 5年とか10年とかの保
存期限が定められてそれを過ぎたら廃棄していいと
いうことになってきたのだと思うのですが、今これ
だけその電子データの保存に対する容量が増えてき
て、もう世間でもビッグデータとかとんでもない情
報量が流通しているわけです。それだけの情報が保
存できる技術が普及しているにもかかわらず、廃棄
の期間は依然として 5年とか10年で、電子化すれば
もっと大量のデータを長く残せるのではないです
か。ここを見直そうという動きはないのでしょう
か。
【出口】　国の省庁レベルでも半分は電子化されてい
ますから多分これから電子データが増えていくので
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はと思います。そうなると電子データの保存をどう
いうふうにするのかという議論がありますけど、詳
しい人の話では、実は電子データだと、たとえば今
はもうフロッピーディスクが使われていないとか、
媒体が変わっていくにつれてデータの引き継ぎや保
管が難しいというのを聞いたことがあります。これ
は視察に行った自治体で聞いた話ですが、歴史的文
書として保存する価値があると認められたものは電
子データから敢えて紙に打ち出して保管するという
話がありました。
【柳楽】　電子データで保存していても、将来にわ
たってずっとその保存形式のデータを読みに行ける
かというと必ずしもそうではないと。
【出口】　電子データの保存方法は考えなければなら
ないでしょうね。あと、紙の保管スペースとの関係
では、今まで国の公文書館というのは諸外国に比べ
て小さかった。最近原案が出てきた国立の公文書館
の改築の話で、かなり大きくなって保管スペースも
増えますし、公文書館のこれからの機能はすごく期
待されているところだと思います。

■「公文書管理庁」の創設を
【柳楽】　公文書管理が適切に行われるように、仕組
みを変えるべき点があるとすればどのようなことで
しょうか。
【出口】　さきほどの公文
書館を充実させることも
そうなのですが、あと重
要なのは文書管理者です
ね。2017年に改正された
内閣府のガイドラインで
は、各課の課長補佐級の
方に文書管理を課内管理
していただく責任者のポ
ストを新たに作りまし
た。公文書管理は自治体
でも行政でもそうですけ
ど、現場のレベルにいかに浸透するか。公文書管理
法自体はかなり理念としてはいいことが書かれてい
ると、その理念をどうやって現場レベルの職員の人
に理解していただけるか実行していただけるかとい
うことについてはやっぱり研修が何においても重要
であるということでその研修の充実が大事であると
いうことと、現場レベルで育てるための各課の文書
管理を担当する人をおきましょうという体制は新し
いガイドラインの目玉の一つだと思いますね。
【柳楽】　アーキビストの養成が急務だという記事も
ありましたね。
【三宅】　アーキビストは一旦保存したものの中から
一定の保存期間経過後に大事な文書だけを残してそ

れ以外は廃棄するという選別をする人のことで、行
政の現場で日々生まれてくる電子データなり紙の文
書をどう管理するかはレコードマネージャーの話で
す。今急務なのは、例えば財務省の理財局長が「契
約が成立したから経緯に関するものは全部廃棄せ
よ」と言っても「局長それはダメです」という人が
三人くらいいて局長を止める、そういう記録に対す
る思い入れがある人をたくさん作らないと組織内で
の適切な文書管理はなかなか期待できない。必要な
のは罰則だけではなくて、公文書管理に造詣の深い
役人の省庁横断的な組織体系だと思うのです。
【森田】　ある意味そういう感性というのが必要で、
最近裁判になった優生保護法に基づく強制不妊手術
の問題。あれについて例えば神奈川県の公文書館に
は当時の文書が残っています。まだ問題にはなって
いないが捨てちゃまずいと判断して当時の文書を
取っておいたのです。過去の文書というのはそうい
う時に役に立つのです。ただ、全国的に見るとそう
いう記録が残っていないというところが非常に多い
わけですが、そこはやっぱりアーキビストのセンス
が将来のある時点で生きるということですよね。
【出口】　公文書管理法ができた当時から日弁連が
ずっと訴えてきているのは、公文書管理というのは
国のあらゆる事務の基礎をなす重要なものだからそ
こは各省だけでやるのではなくて、公文書管理庁を
作ってそこに権限をもたせて日々の各省の運用につ
いてチェックさせるべきだということです。諸外国
でも公文書管理庁のような独立の行政機関を設置し
て日々公文書管理の運用をチェックしているという
ことからも日本にも是非そういうところが必要だと
いうことを日弁連は訴え続けています。
【三宅】　アメリカにはNARA（National Archives 
and Records Administration；国立公文書記録管理
局）というのがあって、これは独立の機関として設
計されています。やっぱり行政の縦割りの各省庁に
公文書管理官がいたとしても組織の中のことしか考
えない人たちではダメなわけで、歴史とかの視点を
持って現場の文書をどう残すのかということを本気
でどの省庁においても同じようにやれるようにする
には文書管理者のネットワークを作って横断的に束
ねる組織が必要です。これはぜひ国会議員の先生に
わかってほしいと思うところです。
【出口】　本当は外交文書もきちんと保存しておけば
日本の外交戦略にとっても有効だということなので
すよね。たとえば領土問題。竹島とか北方四島が日
本の領土だということを国際的に主張していくため
にも、その経過を文書として確実に保管しておく必
要があると。国際司法裁判所とかに日本の問題が持
ち込まれたときに、日本国としてきちんと記録を残
しておいて必要な主張ができると。国の外交戦略の
面でも公文書の管理はすごく重要だと思います。日
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本では30年経つと公文書館にも移管されないで気が
ついたら廃棄されている。最近特定秘密に指定され
たものがあれば30年にも満たないうちに廃棄ですよ
ね。全く日の目を浴びないまま、何が秘密かわから
ないまま廃棄されていたと。
【柳楽】　それだと国家として意思決定の過程が事後
的に検証できないですよね。国民の共有の知的資源
が保存されないまま歴史が流れていく。それでは国
家として成熟しないですよね。

■国会議員へのメッセージ
【柳楽】　最後に国会議員の先生方へのメッセージを
お願いします。
【出口】　国会でも、与党の議員と野党の議員とでは
役所から見せてもらえる資料の範囲が違うと聞くこ
とがありますけれども、役所の都合で誰にどういう
ものを見せるか担当官庁が選べるというのが現状で
す。公文書管理が実務レベルまで浸透すれば、こう
いう会議があればこういう議事録を作っているはず
だとか、こういう意思決定をしていればこういう文
書があるはずだというイメージがその省庁毎に具体
的に持てるようになる。今は、あるはずの文書が個
人メモのレベルでとどまっていることで問題になっ
ていますけど、文書の作成から書式レベルまで事務
のあり方を見直していくことは、かなり細かい作業
になりますけれども、行政の意思形成過程を事後的
に検証できるようにするためにはとても重要なこと
だと思います。
【森田】　公文書管理も情報公開もそうですけど、内
部の統制に任せておいただけではなかなかきちんと
したものが出てこない。それは外からのリーダー
シップ、政治レベルでのリーダーシップが必要で

す。情報公開制度ももともと自治体の中で政治的な
リーダーシップを取った人たちがいて作られてきた
し、法律の制定までもっていけたのも、途中で政権
交代がありながらも、でも情報公開制度は作らなけ
ればならないのだという国会議員の人たちが最終的
にそういう判断をしてでき上がったわけです。これ
から公文書管理を進めていく上で、ぜひ政治のリー
ダーシップを発揮していただきたいと思います。
【三宅】　上川法務大臣が初代の公文書管理担当大臣
であったことから、今般、法務省の中に刑事訴訟記
録の保存管理に対するあり方に関するワーキンググ
ループを作られたというのはまさにそのリーダー
シップの一つだと思います。昨今成立した共謀罪に
ついても廃止するべきという意見もありますが、現
に今ある法律として、戦前の治安維持法のように今
から検証しようとしても記録がないとか、そういう
ような時代状況にしてはいけないわけで、公文書管
理法では刑事記録は適用外なのですが、そのあたり
の視点も持ちながら検討してほしいと思います。あ
とは研修です。公務員の方も政治家の方も、公文書
管理法について研修を受けていただいて、これから
の日本社会にとって国民共有の知的資源として現在
のみならず将来の国民のために説明責任を果たすん
だという意識をぜひ持っていただいて、役所の中で
文書の改ざんや書き換えはダメですよという自浄作
用が働くような実践的な研修に裏打ちされた組織に
していってほしいと思います。
【柳楽】　この問題は、与党・野党の対立軸を超え
て、この国の民主主義を成熟させていくのだという
共通の理解をもって取り組んでいただきたいと思い
ます。今日はありがとうございました。
 （平成30年 4 月26日　於霞が関弁護士会館）
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2018年度定期総会を開催

平成30年度（2018年度）活動方針
日本弁護士政治連盟（弁政連）は、日本弁護士連合会（日弁連）、弁護士会連合会及び弁護士会の政策実現を支援するために、

自らを「法の担い手」である弁護士と「法の作り手」である政治（国会、地方議会）とのかけ橋として位置付け、以下の方
針の下で活動します。

１　 日本弁護士連合会、弁護士会連合会及び弁護士会との連携を強め、政党、国会議員、地方議会
議員及び自治体首長等に対する組織的な要請活動を行います。

民事・刑事・司法基盤整備を含む改革諸課題、法曹養成制度の改革、震災復興等日弁連が実現を目指し対応を迫られる重
要政策課題や行政連携について、日弁連等との連携を密にし、政党、国会議員、地方議会議員、自治体首長等に対する弁政
連本部及び各支部における組織的な要請活動を行います。

２　司法制度の利用者である国民の視点に立って、弁護士の活動領域の拡大・確保に努めます。
司法制度の利用者である国民の視点に立って、司法基盤の整備を図り、行政連携の強化、弁護士の国際的活動展開への支
援など弁護士の活動領域の拡大並びに司法予算の拡充に努めます。同時に、国民の権利・利益を適正に擁護するという観点
から、他の職種の法律事務領域への権限拡大運動に対しては、日弁連とも緊密に連携して、適切な対応に努めます。

３　政治・行政の場での弁護士の様々な活動を推進します。
弁護士の活動の場として政治・行政が注目されています。国会議員・地方議会議員への弁護士の立候補や立候補に向けた
育成の支援、弁護士が、政策秘書、政府機関・自治体における任期付ないし非常勤職員、「法務」区分総合職等として活動
するための支援、包括外部監査人・監査委員・審理員への就任促進等、弁護士のこれら政治・行政の場における活動を推進
するため、様々な場と機会を利用して働きかけ、これを支援します。

４　支部未設置地域を解消し、支部活動の一層の充実強化を図ります。
全国各地域における支部の存在とその充実した活動こそが、弁政連活動の源泉であり推進力でもあります。弁政連は、本
年度中の支部未設置地域解消の実現を目指すとともに、各支部の活動のより一層の強化を図ります。

５　会員拡大を推進し、議員等との交流をより活発にして、内外共に、より存在感のある組織とします。
様々な機会に弁政連の存在をアピールし、その意義を理解していただくとともに、会員が参加できる企画を実行すること
によって、会員数の拡大を図ります。また、若手議員との交流や各支部での弁護士の活動領域拡大にもつながるような活動
によって、弁政連の組織と活動を若手会員にとっても魅力のあるものとするよう努めます。

６　国政選挙に際し、実績に基づく適正な選考による推薦活動を行います。
国政選挙においては、日弁連等と連携した組織的要請活動をより効果的なものとするため、全国各支部からの意見等も踏
まえつつ、所属政党にとらわれず、実績に基づいた適正な推薦活動を行います。

７　広報活動を充実させます。
広報活動は、組織の存在感を高め、透明性を与え、信頼度を増すために重要です。「弁政連ニュース」や、ホームページ
等の広報媒体をより充実させることにより、活発な広報活動を展開します。
 以上

2018年 5 月17日、クレオにおいて弁政連
の定期総会が開催され、まず2017年度の活
動報告及び決算報告が行われた。活動報告
では旭川支部が設立され支部未設置の地域
は 6つになったこと、通信秘密、法曹の海
外展開等を話題に各政党との朝食会が開催
されたこと等の報告があった。次に2018年
度の活動方針につき、新たに活動領域の拡
大・確保に関して司法基盤の整備、司法予
算の拡大が加えられている等の説明があ
り、承認された。次いで先だって理事会で
承認された今年度予算が報告され、各支部
及び本部委員会からも、昨年度の活動報告
がなされた。
 （幹事長　谷 眞人）
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Q. 法曹から国会議員を目指したきっかけ

A. 弁護士をやっていて制度の限界を感じた
　弁護士としてM＆Aを扱っていたとき、ルールの
解釈や適用ではなく、ルール自体がおかしいと感じ
ることがありました。ルールを変えた方が便益は大
きいと考え、ルールを作る側に回りたいと考えたの
がきっかけです。
　独禁法の矛盾点も感じました。ご存知のとおり、
独禁法のベースには新自由主義的な発想がありま
す。その結果、企業間の情報交換や苦しいときの助
け合いさえ規制され、日本社会に存在している企業
の協調的なカルチャー全てが否定されてしまう。こ
のルールが日本社会にはたして適合しているのだろ
うかと。
　一方で、地方の商店や会社はどんどんつぶれてい
ます。国会議員に立候補する前は京都府議会の議員
でしたので、地域創生には関心がありました。独禁
法をはじめ、現状の法制度をどう活かし、また変え
れば地域活性化につながるのか。そんな思いもあ
り、公募に応じて国会議員に立候補いたしました。

Q. 法曹資格が議員活動に与える影響

A. 法案を深く読み込める
　行政側から提案された法案を深く読み込めるの

で、変更した方がよい点などが思い浮かびやすいで
す。
　また、私は証券会社に勤めた後ロースクールに入
学しました。法曹資格に加え民間企業の経験がある
ので、法律の理論と実体の乖離が、何となくですが
見えてきます。その現実の事象と法律の乖離を理解
したうえで、机上の空論ではなく、使える制度を提
案していきたいと思います。

Q. 実現したい政策課題

A. 地方都市の衰退を食い止めたい
　地方では、人口が減少し、働く場がなくなり、商
店街もシャッター街と化しています。地方が衰退す
ると地方の文化も失われるし、国力も落ちてくる。
全国の均衡ある発展が大切です。
　そのためには、法律や制度だけでなく、地元の
方々のメンタルを変えていくのも重要です。例え
ば、地方で事業を興すのに税制上の優遇措置などが
用意されているのですが、所有者がテナントを売却
も賃貸もしないので、新規参入者が事業をできな
い、そんな事態がよくあります。先祖から承継した
ものを売りたくも貸したくもないという考えでしょ
うが、少しずつ意識改革を進めていく必要があると
思います。

Q. 議員になった実感と法曹へのメッセージ

A.  社会を動かすルールに最前線で関わって
いる

　国会議員はルールを作る仕事ですが、弁護士は
ルールを運用し、顧客に最前線で法的サービスを提
供する仕事です。人々の生活に直結する極めて重要
な仕事でありますから、今後も人々の権利保護のた
めにご活躍いただきたいと思います。

本田　太郎　議員
 衆議院・京都 5区（自由民主党）
 京都弁護士会会員

（インタビュアー　企画委員会副委員長　武山 茂樹）

　元京都府議会議員である本田太郎議員は、地域
を活性化し国力を強化するとの信念のもと、議員
活動をされていると感じました。インタビューも
極めて論理的な説明を丁寧にしてくださりまし
た。紙面の都合上、お話を全て掲載することはで
きませんでしたが、今後の更なるご活躍を期待し
ております。
 （武山 茂樹）

弁護士議員に聞く
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懇談会報告

自由民主党（2018年 4 月20日）
平成30年 4 月20日、自由民主党との朝食懇談会が開催された。自民党からは逢沢一郎選挙制度調査会長、森英介

衆議院憲法調査会長、河村建夫司法制度調査会顧問をはじめ、22名の国会議員が出席され、日弁連及び弁政連から
は、菊地裕太郎会長、村越進理事長をはじめ弁護士30名が出席した。
弁護士の社会貢献と国際仲裁に関する話題が中心となった。特に国際

仲裁に関しては、国会議員の関心も高く、遅れを取っている日本がどう
していくべきか、活発な意見交換がなされた。また、憲法改正問題、司
法アクセスと法テラスの問題、いわゆる谷間世代の問題、商法、相続
法、著作権法改正の問題や司法のAI社会への対応などについても充実
した密度の濃い議論がなされた。
 （企画委員会委員副委員長　武山 茂樹）

公明党（ 4月27日）
平成30年 4 月27日、公明党との朝食懇談会が開催された。公明党からは、山口那津男代表、北側一雄副代表、井

上義久幹事長をはじめ、12名の国会議員が出席され、日弁連及び弁政連からは菊池裕太郎会長、村越進理事長をは
じめ32名が出席した。
日弁連から提示されたテーマは，「弁護士の社会貢献について」と「国

際仲裁について」であり、日弁連独自として行う司法過疎地対策や国際
仲裁機能強化の取組みについて説明が行われ、公明党側からご見解をい
ただいた。その後、公明党は法曹出身の議員が多いこともあり、憲法改
正や法曹養成制度についてなど日弁連から提示したテーマ以外について
も幅広く、活発に意見交換がなされた。
 （企画委員会副委員長　市川 洋樹）

日本共産党（ 5月17日）
平成30年 5 月17日、日本共産党との朝食懇談会が開催された。共産党からは、志位和夫委員長、小池晃書記局長

をはじめ国会議員12名にご参加いただき、日弁連・弁政連からは、菊地会長、村越理事長をはじめ23名が出席した。
日弁連より、「弁護士の社会貢献」及び「国際仲裁に関する現状と課

題」について説明したところ、共産党から、前者については給費制の拡
充や弁護士自治の維持が重要であるといった意見が、後者については日
本企業の意識改革が必要であるといった意見が寄せられた。また、出席
議員より、働き方改革関連法案や成年年齢引下げ法案、ＩＲ法案といっ
た国会で審議中の重要法案、そして憲法改正に関しても、様々な提言を
いただいた。
 （企画委員会副委員長　小山 紘一）

立憲民主党（ 4月18日）
平成30年 4 月18日、立憲民主党との朝食懇談会が開催された。立憲民主党から、枝野幸男代表、近藤昭一副代表、

福山哲郎幹事長をはじめ13名の国会議員が出席され、日弁連・弁政連からは、菊地裕太郎会長、村越進理事長をは
じめ28名が出席した。平成29年に司法修習生の給費制度の復活があった
ことを受け、弁護士有資格者の活動の公益性や社会的意義に再び注目が
集まる中、日弁連からは、民事・刑事・行政事件における弁護士の公益
的活動や、日弁連等の各種委員会を通じた活動について説明を行った。
枝野代表をはじめとする参加された各議員からは、大阪に設置される国
際商事仲裁施設における日本の法曹の活躍への期待と、政策立案におけ
る法的課題の克服についての法曹界の支援についてご意見をいただい
た。 （企画委員会副委員長　岡本 正）

春の政党朝食懇談会
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国民民主党（ 6月 7日）
平成30年 6 月 7 日、国民民主党との朝食懇談会が開催された。国民民主党からは玉木雄一郎代表、大塚耕平代

表、古川元久幹事長をはじめ30名の国会議員が出席され、日弁連及び弁政連からは菊池会長、村越理事長をはじめ
31名が出席した。
村越理事長、菊池会長及び大塚代表からの挨拶の後、正木副会長及び

若林副会長より「弁護士の社会貢献」、「国際仲裁に関する現状と課題」
について説明がなされた。その後、国民民主党議員からは、震災復興に
おけるADRの重要性、憲法改正に関する国民投票法、IR法と刑法の関
係、入管における自殺問題、離婚後の面会交流の在り方、児童虐待問題
などについて問題提起がなされた。
 （企画委員会副委員長　三雲 崇正）

懇談会資料

当日の説明資料は、弁政連のサイト（http://www.benseiren.jp/）「活動日誌」から御覧いただけます。
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公文書管理は、健全な民主主義を支える根幹であり、適正な行政運営の担保です。（さいとう）
夏も盛りへと向かう今日この頃、皆様くれぐれもお体にはご自愛ください。（おがわ）
「記憶」より「記録」。記録に基づいて国もきちんとPDCAを回しましょう。（なぎら）

「現在及び将来の国民に説明する責務」（公文書管理法１条）が果たされますように。（いとう）

編集後記

山下貴司衆議院議員を迎えての勉強会開催
弁政連岡山支部幹事長　秋山 義信

平成29年度の弁政連岡山支部におけるメイン行事と
して、年度最終日に、岡山弁護士会会員でもある山下貴
司衆議院議員（現在法務大臣政務官兼内閣府大臣政務
官）を迎えて、勉強会を開催しました。
日　時：2018（平成30）年3月31日（土）15：30～17：00
場　所：ピュアリティまきび 2階
出席者：山下貴司衆議院議員
　　　　支部会員・岡山弁護士会員　17名
テーマ：・ 「高齢化社会の進展とくらしの法律について」
　　　　・弁政連支部活動についての意見交換
山下貴司議員からは、配布資料をもとに、次の4つの
テーマについてお話しいただきました。
（1） 少子高齢化社会の進展に伴い深刻化することが

想定される「所有者不明土地問題」や「空き家
対策」について

（2） 高齢化社会の進展などを見据えた「相続に関す
る法律の見直し」について

（3） 「成年後見制度・成年後見登記」について
（ 4）法定相続情報証明制度について
私たちが今実務上知っておくべき法律等について、

ポイントをしぼったわかりやすいお話でした。出席者（若
手からベテランまで）からも「大変よかった」との感想
が聞かれました。特に「空き家」問題は、岡山県内の都
市部、中山間地域などにおいて今切実な課題となって
おり、大いに参考となりました。又相続法の改正につい
ては、その方向性等を知ることができました。
年度最終日ということもあり、出席者は17名でした

が、充実した勉強会となりました。政務多忙の折、講師
を引受けて下さった山下貴司議員には、感謝いたしま
す。

本部・支部人事（）内は前任者

実施日 支　部 活　動　概　要

2018年
2 月11日 佐賀県

佐賀県選出の自由民主党所属国会議員との懇談会及
び懇親会を開催。対象国会議員 5名のうち 4名が本
人参加（ 1名は代理出席）され、法曹養成問題、特
に「谷間世代」問題を中心に討議しました。

2月14日 神奈川
県

神奈川県弁護士会会員のうち登録10年以内の会員か
らなる「かながわ若手弁護士の会」の会員との意見
交換会を開催。現・元国会議員政策秘書の弁護士 3
名から政策秘書になった経緯や活動内容、弁護士が
法制定に関わることの意義等についてお話を伺った
後、小グループに分かれて質疑応答・意見交換を行
いました。

2月17日 岐阜県

岐阜市内で、女性の県議 3名（野村美穂県議、若井
敦子県議、中川裕子県議）との間で懇談会と懇親会
を開催。県議からは、女性議員の視点と活動につい
てご報告いただき、弁護士からは、日弁連のクオー
タ制度、法曹人口問題と女性割合について報告しま
した。

支部活動ヘッドライン　2018年 2月

支 部 長　白浜 徹朗 （田中 彰寿）

支 部 長　山元 浩 （森重 知之）
副支部長　内山 新吾

京 都 支 部 4 月 9 日付

山口県支部 6 月 1 日付

平成30年 4 月13日付・ 5月 2日付
副理事長　千野 博之 （山本 洋一郎）
理　　事　巻淵 真理子（若林 茂雄）
　　　　　佐野 善房 （松本 新太郎）
　　　　　栗林 正清 （土屋 準）
　　　　　山元 浩 （森重 知之）
　　　　　鶴 義勝 （田川 章次）
　　　　　上野 貴士 （渡辺 耕太）


